




































































































































































































































































































































































2003 年から 6 年の期間につき、600 余社を対象














でざっと年 11 － 13％におよぶ。これは男女計



































































































数 値 も あ り 貴 重 で あ る。US, Science and 





表 6 － 1　 研究開発費のＧＤＰにしめる割合、
国際比較―全費用と非防衛費
（％）
国 1985 1990 1995 2000 2002
日 全費用 2.6 2.8 2.7 3.0 3.1
非防衛費 2.5 2.8 2.7 3.0 3.1
米 全費用 2.8 2.7 2.5 2.7 2.7
非防衛費 1.9 2.0 2.0 2.4 2.2
英 全費用 2.2 2.5 2.0 1.9 1.9
非防衛費 1.8 1.7 1.7 1.6 1.7
独 全費用 2.7 2.7 2.3 2.5 2.5
非防衛費 2.6 2.5 2.2 2.4 2.5
仏 全費用 2.2 2.4 2.3 2.2 2.3
非防衛費 1.8 1.9 2.0 2.0 2.1

















































































































































































































































































CEO の平均勤続 20 年余と実証した研究がある

















































































































資産 Worker’s cognitive assets」、また経営者の
もつ高度な意思決定力を「経営者の認知資産
Management’s cognitive assets」といい、両者














































































































































































手から部長クラスまで 10 － 15 ほどの数になろ
うか。ほぼ日本の職能資格にあたる。）ごとに
一本ではなく幅をもつ基本給 base pay が設定さ
れている。その幅は、かなり大きく、下限を















































の勤続 10 年からの 1 年の勤続増はめざましい
技能向上を意味しよう。他方 b であれば、おそ
らく 30 歳代にはいると昇進も遅くなり、1 年
の勤続増の示唆する技能向上度は小さくなろ
う。まして c であれば、50 歳代もすくなくない。
































こで 20 歳代と 40 歳代の賃金格差をとった。も
ちろん勤続年数を指定する。20 － 24 歳、勤続
1 － 2 年、および 25 － 29 歳、勤続 3 － 4 年を
基幹職場基幹労働者層の 20 歳代としよう。他





























こうした意図で、表 6 － 1 はつくられた。な
お 1979 年からはじめたのは、勤続区分や年齢
区分がかつては 40 代以降やや大きかったから
である。たとえば勤続 20 － 24 年、25 － 29 年








表 6 － 1　年齢勤続別賃金格差の推移





































































































































































































































































































きい。小池「2013a」第 4 章 3 節に説明したと
おりである。その結果だけを紹介すれば、じつ








































































（小池［2005］6 章 3 節参照）。おおまかな目途






















































































































































































































































































EUの統計はStructure of Earnings Statistics 
2010、米は、Bureau of Labor Statistics, Usual 
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